
添付する書類欄

　☑　猶予該当事実証明書類 　□　収支の明細書 □　財産目録

　☑　財産収支状況書 　□　担保関係書類

猶　予　期　間 令和２年５月１日　から　令和３年４月３０日　まで　　　１２月間

担　保
　担保財産の詳細又は
　提供できない特別の
　事情

例：猶予を受けようとする金額が１００万円を超えないため
（※別紙＜担保等について＞を参照してください）

令和２年８月３１日 令和２年１２月２８日 令和３年４月３０日

□ 有

☑ 無

年　月　日 納付金額

令和２年５月３１日 令和２年９月３０日 令和３年１月３１日

一時に納付
することが
できない
事情の詳細

納
付
計
画

年　月　日 納付金額 年　月　日 納付金額

令和２年７月３１日 令和２年１１月３０日 令和３年３月３１日

令和２年６月３０日 令和２年１０月３１日 令和３年２月２８日

円10,000

10,000

納付すべき市税のうち、徴収
の猶予を受けようとする金額

〃 〃

120,000 0 0

猶予該当
事実の詳細

・　　　・
〃 〃

〃

滞納処分費

・　　　・
〃 〃

処理年月日

納
付
す
べ
き
市
税

年度 税目 納期限 本　税 延滞金 備　考

Ｒ２
固定資産税
都市計画税

R2 ・ 4 ・ 30
円　 法律による金額　　円 法律による金額　　円

120,000

・　　　・
〃

様式第５号の２　（第６条の２第１項）

整理番号

徴 収 の 猶 予 申 請 書

四街道市長　　　　　　　　　　　　　様

市
整
理
欄

通信日付印

申請書番号

　地方税法第１５条の２第　　　項の規定により、以下のとおり徴収の猶予を申請します。

申
請
者

住　 所
（所在地）

〒284-8555
四街道市鹿渡無番地 申請年月日 令和２年４月２０日

電話番号　043（421）2111 携帯電話　043（421）2111

氏　名
（名　称）

四街道市税株式会社

個人番号
（法人番号） ○○○○○○○○○○

円

10,000 円

10,000 円

10,000 円

10,000 円

10,000 円

10,000 円

10,000 円

10,000 円

10,000 円

10,000 円

＋ 延滞金

受領印

別紙参照

＜猶予該当事実の詳細等の記入例＞

別紙参照

＜猶予該当事実の詳細等の記入例＞

別紙＜申請書類について＞を参照の

うえ、添付する書類に☑を入れてくだ

さい。

別紙参照

＜猶予期間について＞

災害等による徴収の猶予の場合は「第１項」と記入してください。

徴収金の確定の遅延による徴収の猶予の場合は、「第２項」と記入

してください。

「納付すべき市税」の合計額から財産収支状況書

及び財産目録に記載の「現在納付可能資金額」を

差し引いた金額を記入してください。

最終回は「＋延滞金」と

記入します。



＜担保等について＞

　猶予を受けるに当たり、担保を提供する必要がある場合には「有」に、担保を提供する必要がない場合には「無」

にチェック（☑）を入れます。

※猶予を受けようとする場合には、原則として担保を提供することが必要です。ただし、次の①から③までのいずれ

　　　　（６）四街道市長が確実と認める保証人の保証

　　　　　　（イ）立木

　　　　　　（ウ）登記される船舶

　　　　　　（エ）登録を受けた航空機

　　　　　　（オ）登録を受けた自動車

　　　　　　（カ）登記を受けた建設機械

　　　　（３）土地

　　　　（４）保険に付した建物等（「建物等」とは次に掲げるものをいう）

　　　　　　（ア）建物

 猶予該当事実の種類 猶予該当事実の詳細 一時に納付することができない事情の詳細

災害等
店舗の床上浸水のため修理を行った。その修理
費用のための費用として○○万円を要した。

●●病院に入院費及び医療費として令和○年９
月からから１２月までの間に９８万円を支払った。
××保険から保険金として３０万円を受け取って
いるため、差引金額の６８万円の支出があった。

廃業に伴い、在庫商品を原価割れで販売した損
失１００万円及び解雇した従業員に退職金１５０
万円を支払、合計２５０万円の支出があった。

令和○年９月期の損失のうち、令和○年３月期
の利益額である２００万円の２分の１を超える５０
万円が、猶予該当事実があったことによる損失で
ある。

納付すべき税額３０万円のうち、納期限までに納
付できる金額は５万円であり、残額２５万円につ
いては一時に納付することができない。

令和○年○月○日、台風●号により店舗が床上
浸水となった。そのため、店舗の修理が必要と
なった。

令和○年○月○日に交通事故に遭い、３か月間
●●病院に入院し、現在も通院中である。

　　　　（５）鉄道財団等の財団

　　　※ 担保として提供できる財産の種類

　　　　（１）国債及び地方債

　　　　（２）社債その他の有価証券で四街道市長が確実と認めるもの

＜猶予該当事実の詳細等の記入例＞

　かに該当する場合には、担保を提供する必要はありませんので、「無」にチェック（☑）を入れます。

　① 猶予を受ける金額（未確定の延滞金を含む）が１００万円以下である場合

　② 猶予を受ける期間が３か月以内である場合

　③ 担保を提供することができない特別の事情（地方税法により担保として提供できることとされている種類の財

　　　産（※）がないなど）がある場合

病気・負傷

事業の休廃止

事業上の
著しい損失

本来の納期限から
１年を経過した後
に納付すべき市税
が確定した場合

近隣に同業者が出店した令和○年○月以降、
売上が６０％減少した。同年１２月に従業員全員
を解雇し、自店を閉店、廃業した。

令和○年３月期は２００万円の利益があったが、
当社製品の原料である●●の仕入価格が高騰
したことにより、９月期は１５０万円の損失となっ
た。

記入不要

＜猶予期間について＞

　猶予期間の開始日は、通常は申請書を提出する日ですが、次のような場合はそれぞれの日となります。

　（１）申請書を提出する日が猶予を受けようとする市税の法定納期限以前である場合には、法定納期限の翌日

　なお、猶予期間の最終日は、納付計画上の最終回の納付年月日です。

　（２）災害等のやむを得ない理由により、申請書を提出できなかった場合には、申請書を提出した日にかかわら

　　　 ず、猶予該当事実が生じた日



１００万円以下の場合（※１） １００万円を超える場合（※１）

・ 徴収の猶予申請書

・ 災害等により納付困難となった場合の猶予を申請する
　場合には、猶予該当事実があることを証する書類（※２）

・ 財産収支状況書

・ 徴収の猶予申請書

・ 災害等により納付困難となった場合の猶予を申請する
　場合には、猶予該当事実があることを証する書類（※２）

・ 財産目録

・ 収支の明細書

・ 担保関係書類（※３）

　　　　などを提出する必要がありますので、詳細は申請先の担当課までお問合せください。

　　　　なお、担保を提供する必要がない場合には提出不要です。

　　　　　② 病気又は負傷のときは、医師による診断書、医療費の領収書など

　　　　　③ 事業の廃止又は休止のときは、廃業届など

　　　　　④ 事業について著しい損失を受けたときは、仮決算書など

　　　　また、災害、病気等により納付困難となった場合の徴収の猶予を申請するに際して、これらの添付書類の

　　　　提出が困難な事情があるときは、申請先の担当課までお問合せください。

※３　　担保を提供する必要がある場合は、担保提供書や抵当権設定のための書類（不動産等を担保とする場合）

※１　　未確定の延滞金は含みません。

※２　　猶予該当事実があることを証する書類には、例えば次のようなものがあります。

　　　　　① 災害又は盗難のときは、り災証明書、盗難の被害届の写しなど

◎ 徴収の猶予を申請する場合は、次の書類を提出してください。

＜申請書類について＞

猶予を受けようとする金額


